ほぼ週刊コラム　Partnership論　その１５７
シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
第十五回勉強会（年表項目10：ビル・クリントン政権(1993-2001））の準備（３）：
accounting（会計）にはgenerally acceptedなものとcollectively properなものとがある。

東芝の会計を前者の会計基準に照らして「不適切」と判断するのは、「適切」なのだろうか？
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　東芝不適切会計問題は、15日、東京証券取引所が東芝株を、管理体制に深刻な問題があるとして投資家に注意を促す「特設注意市場銘柄」に指定して一応の決着をみた。
確かに東芝は、GAAP --- generally accepted accounting principle、一般に公正妥当と認められた会計原則 --- 即ち「発生主義会計」がmandatoryとなるcorporateであり、更に言うと株式が公開市場で取引されるlisted corporate（日本でいう公開株式会社）であり、特に厳密な発生主義会計が要求されるのだから、この処分は妥当だ。
先回りして言うと、東芝の今回問題となっている会計は、東芝をcorporateとする限り「不適切」だ。というか、「Differences between Corporate and Partnership、相違点一覧表」にあるcorporateしか日本にはない。従って東芝の今回問題となっている会計は、必ず「不適切」となる。
しかし、collectively properな会計を使うことができるpartnershipという形態が世界では常識となっているのであり、もしこれが日本でも許されていたら、どうなっていたのだろうか？　東芝はどう会計処理していたのだろうか？
その場合恐らく、ventureの色彩が濃いスマート・メーター事業やウェスティングハウス原子力発電開発事業の会計を、或る事業の会計をcorporate本体会計から切り離す「blockerあるいはstopper」と呼ばれる会計手法を使って切り離していただろう。即ち、これらのventure事業を東芝corporationとは異なる別partnershipでの事業とし、generally acceptedな会計でなくcollectively properな会計で処理していただろう。
そうなれば恐らく、riskyなventure事業の損失は、generally acceptedよりも広いcollectively properな範囲で、キチンと損失として処理され、ここまで大きな不適切会計問題とはなっていなかっただろう。勿論ほかにも、一般的な非venture事業であるパソコン事業の損失を海外関連会社へ付け替えたなど「損失隠し」「損失飛ばし」の問題は多々あった様なので、問題ゼロとはならないが、ここまで悲惨なことにはなっていなかったはずだ。
とはいえ、この方策のハードルは高い。今の日本人には高すぎるだろう。なぜならば先週説明した様に、共通善への応分の応答責任感（a greater sense of responsibility for the common goodコラム１５０第196段落参照方）が、備わっていない限り、partnershipに許されるcollectively properな会計を使うというfreedomを行使してはいけないからだ。
もしも、共通善への応分の応答責任感が備わっていない中でcollectively properな会計を使うというfreedomを行使すれば、フランシスコ教皇が言うとおり、地球環境を壊してまで金儲けをする様な愚かなことが起きてしまう。
現在の日本人で共通善について学んだ人は少ない。ましてや、その応用編の中でも超上級者問題であるcollectively properな会計を使うことができる人は極めて少ないだろう。
今のままでは、日本はventureを行ってはいけないし、行うことはできない。
そもそもventureという行為は、決してgenerallyにacceptされることはない。collectivelyにしかproperとならない。その理由をザッと言うなら、安全安心なventure（冒険、危険を冒すこと）という表現がoxymoron（矛盾語）だからだ。
ventureとは、一般化されていない危険、特定のcollective にのみacceptされる危険を扱う行為だ。その様なventureにgenerally acceptedな会計を適用すれば、金儲けに繋がった僅かな例を除いて、その会計結果は一般の人には受け入れがたいものになる。なぜなら、残念ながら現在の一般の人々が期待しているのは共通善でも失敗からの学びでもなく、お金だからだ。
generally acceptedな会計に則（のっと）りながらventureをするならば、極端な話、一般の人々を安心ないし満足させるために、ある程度粉飾した会計結果を出さざるを得ない。あるいは少なくともその様に圧力がかかり、正直ベースの会計結果を出すことがためらわれる。つまりgenerally acceptedな会計では、venture（危険を冒す）事業が一般の人々が安心ないし満足できるもので「あらねば」ならない。危険が安全で「あらねば」ならない。
確かに、昨今の金融工学などはこの問題に挑んでいる。その努力は全くの無駄ではないだろう。役に立つこともあるだろう。しかし先ほども述べた様に、ventureが扱うのは一般化されていない危険なのだから、これは本質的に限界がある。やはり根本的に全く違うapproachが必要な事柄なのだと思う。その様なapproachの一つというか、世界では大規模に普及し既に「決定版」と言って良い対処法が、collectively properな会計だと言える。
そう、東芝不適切会計問題は「起こるべくして起こった」。従って、generally acceptedな会計手法しか無い日本の今の状況で、もしもこの様な問題を二度と起こしたくないならば、「今後一切、venture（冒険、危険を冒すこと）は行わない。」と決めるしかない。

いや、日本社会としてどうしてもventureを行いたい、というならば、「collectively properな会計を導入し、同時に、それを使いこなせる人、即ち、共通善への応分の応答責任感を持つ人々を養成し、この人々にのみventureを許す」しかないだろう。

「養成」といったが、頭の柔らかい幼少時から養成しない限り、この手の感覚は身につかない。自家薬籠中のものとはならない。従って日本にventureを行える環境が整うには、何か激烈に人心を一変させる様な事態でも起こらない限り、数世代に渡る養成期間が必要となるだろう。
元来、accounting --- 所有する才能・財産の使用報告、一般的和訳は「会計」 --- とは、collectiveまたはpersonalなものであって、決してgeneralに為されるものではなかった。
コラム１２０「～～あろう事か、commonwealthを危ぶめreligionを害することが明白な目的を有する人々に、最大限の自由（freedom）が与えられようとしているのです。～～　1891年Vatican論文 レオ十三世回勅Rerum Novarum　第22, 50,51,52,53段落 和訳」、これで説明した様に、accountingとは、generally acceptedな規範に則して為されるものでなく、the Supreme Judge（最高審判者）であるGodに対して、言い換えればcommon goodという規範に則して為されるものだった。
従って本来、accountingの重要部分は、public welfare（公共の福祉）やdemands from people at large（一般大衆からの需要）といったtemporal worldでgeneralな規範ないし目的に則して為される部分ではなく、当該personないしcollective person
に与えられたdignityまたはcapabilityという非generalな規範ないし能力に則して為される部分だ。
これがaccountingに関する「本則」だったし、今でもそれに変更はない。従って、generally acceptedな会計、即ち、発生主義会計（accrual accounting）は --- 1891年のレオ十三世ローマ教皇ならば全否定したたろうが、1991年のヨハネ・パウロ二世ローマ教皇ならば「justiceには適う場合がありうる」として部分的肯定をしただろう --- 限られた場合だけで有効な「代用則」であるに過ぎない。
たまたま百年間ほど一時的に、本則が脇役となり代用則が主役となっていたに過ぎない。つまり、発生主義会計（accrual accounting）が19世紀序盤の「減価償却費用（depreciation cost）の発明」とともに完成し、更に、この会計手法がmandatoryとなるcorporateが、ケインズの言う所のabsolute needs of human beings --- 絶対的needs。周囲の人達の状況がどうであれ、人間が必要だと感じるもの。コラム１３４参照方 --- を効率よく供給し始めたものだから、一時的に、19世紀終盤から20世紀中盤にかけての百年弱の間だけ、この発生主義会計（accrual accounting）が本則に代わる代用会計則として通用していたに過ぎない。
ケインズが1930年に予測した様に、2030年までには「the economic problem（絶対的needsに関する経済問題）が解決するか、少なくとも解決策が視野に入ってくるだろう」。そうなればやはり、accountingは「本則」に則（のっと）って行われる。即ち、common goodを規範にして、collectively properな会計が行われるのが主流になるはずだ。
というか、世界では既にこの「generally acceptedな会計からcollectively properな会計へ主役交代」が大規模に進行中であり、それを知らぬは日本だけという状況となっている。

なお、この様な主役交代後も勿論、generally acceptedな会計、即ち発生主義会計（accrual accounting）は無用となるのではなく或る割合使い続けられる。脇役となって、世界中の人々にabsolute needs of human beingsを供給する行為をサポートする。
IFRS（国際財務報告基準）の整備は、この一環の動き。こちらの方ばかりが日本によく知られているが、日本がこれに対応するのは最重要ではない。最重要として日本が対応すべきは、partnershipだけに許されるcollectively properな会計だ。
今週の結論：今回の問題を、「不適切会計だ。特設注意市場銘柄にする」で終わらせるのでなく、「どうすればventure事業 --- 即ち、先回コラム１５６で説明した様に、Justice as fairnessや公共の福祉（public welfare）に制限されるlibertyではなく、その様には制限されないfreedomを行使する事業 --- を「適切」に会計処理できるのか」という観点で問い直すことが、本当は、日本人に求められている。
つまり、百数十年前に日本人が欧米から教えてもらった「20世紀的」規範
を鵜呑みにしていても大過ない時代はトックノトウに過ぎ、規範そのものを根底から見直すべき時代、即ち、そうしないと経済が立ちいかなくなる時代が --- 日本人の大半は気づいていないが --- 到来している。
東芝不適切会計問題を契機に、根底から見直しを始めれば、「freedomとhuman rightsがpublic welfareによって制限される」という現行日本国憲法十二条ヘンテコリン問題に、日本の人々の関心が広がっていき、共通善という人知を超越した善も含む「規範」を見出し、「freedomとhuman rightsは、公共の福祉でなく共通善によって制限される」と気づくはずなのだが…。
兎に角、先週も言ったが、根本思想を知らないのにinnovationだventureだと言い出す愚行は一日も早く止めるべきだ。
　来週は、五連休のシルバーウィークがあるので、本コラムは休刊にする予定。来週末の９月２５日金曜日には、第十五回勉強会（年表項目10：ビル・クリントン政権(1993-2001））を開催予定。　　　　　　久しぶりに短く納まった。今週は以上。来来週も請うご期待。
� 見方を変えて極論を述べれば、generally acceptedな会計に縛られる現在の日本においてventureを名乗っている事業で「不適切会計」と指摘されないものは、まがいもの、にせもの、venture詐称であると言って良いだろう。


� カトリックの現象学者Max Scheler（1874-1928）が用いた概念。彼は、結びつきが深くなる順にcommunityを、Herd（群衆）、Life-Community（生活共同体）、Society（人工的ないし意識的に形成された結びつき）、Collective Person（集団的person）の四種類に分類した。詳しくは� HYPERLINK "http://plato.stanford.edu/entries/scheler/" ��Stanford Encyclopedia of PhilosophyのMax Scheler�参照方。


� ご存じの様に、70年前にはGHQによって共通善をキチンと記述された憲法草案が示され、「20世紀的」規範を改訂する準備が、アジアのどのstateよりも早く日本に対して施されたのだが、本当に愚かなことに、日本人はこの貴重なチャンスを台無しにしてしまった。





4

